第17号様式の３（第26条の３関係）（１面）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）
優良環境管理事業所認定申請書環境管理事業所認定申請書
年　　月　　日
（あて先）　横須賀市長
郵便番号　

住　　所

氏　　名　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
代理人の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
神奈川県生活環境の保全等に関する条例第18条の２第２項の規定により優良環境管理事業所として認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	指定事業所の名称等
	許可番号
	第　　　　　　号
	根拠等
	□　条例第３条第１項（　　年　　月　　日）

	
	
	
	
	□　条例第15条第１項（　　年　　月　　日）

	
	
	
	
	□　条例第17条第７項（　　年　　月　　日）

	
	
	
	
	□　条例附則第３項

	
	
	
	
	□　条例附則第５項　（　　年　　月　　日）

	
	名称
	

	
	所在地
	

	環境管理・
監査の体制
	

	環境に関する方針
	

	審査を行った審査
登録機関の名称
	

	登録の状況
	□　登録済　　□　申請中

	登録番号

	

	登録の有効期限
（予定を含む。）
	年　　　　　月　　　　　日
（審査登録書の写し提出予定日　　　年　　月　　日）

	登録の範囲
	


（２面）
	条例第27条の規定による排煙の測定結果（３年分）
	

	条例第31条の規定による排水の測定結果（３年分）
	

	条例第40条の２の規定による安全性影響度の評価結果
（３年分）
	

	安全性影響度の低減について講じた措置の概要
	

	事故発生の有無
	□　有（　　年　　月　　日発生）　　□　無

	発生した
事故の概要
	

	土壌汚染の有無
	□　有（　　年　　月　　日確認）　　□　無
土壌汚染状況調査：□　実施済（　　年　　月　　日）　□　未実施
特定有害物質使用事業所：　　　□　該当　　□　非該当
ダイオキシン類管理対象事業所：□　該当　　□　非該当

	土壌汚染の拡大を防止するために必要な措置の概要
	

	環境汚染の有無
	□　有（　　年　　月　　日発生）　　□　無

	環境汚染の拡大を防止するために必要な措置の概要
	


（３面）
	指定作業及び指定施設の概要
	指定作業の種類（作業番号）
	指定施設の種類
	施設の規模及び能力
	設置台数
	設置年月日

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	

	自己評価結果
	□　環境への負荷の低減に関する要件　　　　　　　　　　　　　％
□　化学物質の適正な管理に関する要件　　　　　　　　　　　　％
□　環境に係る組織体制の整備に関する要件　　　　　　　　　　％
□　近隣住民等との生活環境の保全に係る協定の締結　　年　　月　　日締結
□　環境情報を提供するための定期的な説明会の開催
毎年　　回開催（直近の説明会　　年　　月　　日開催）

	添付書類
	□　環境管理・監査の体制に係る組織図
□　環境に関する方針
□　環境マネジメントシステム審査登録書の写し
□　登録申請書の写し（登録の状況の欄が「申請中」である場合に限る。）
□　排煙測定結果書
□　排水測定結果書
□　安全性影響度評価書
□　安全性影響度低減に関する概要書
□　土壌汚染又は環境汚染の拡大を防止するために必要な措置の概要書
□　指定施設及び公害を防止するための装置の配置図
□　環境への負荷の低減に関する要件の自己評価表（付表１）
□　化学物質の適正な管理に関する要件の自己評価表（付表２）
□　環境に係る組織体制の整備に関する要件の自己評価表（付表３）
□　近隣住民等と締結した生活環境の保全に係る協定の写し
□　環境情報を提供するための定期的な説明会を開催したことを証する書類
□　誓約書（第17号様式の２）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	連絡先
	担当部課等名
担当者氏名
電話番号電話番号　　　　　　　　（内線）


備考 １　□のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。
２　登録の有効期限（予定を含む。）の欄には、登録の状況の欄が「申請中」である場合は、予定年月日を記入するとともに、審査登録書の写しの提出予定年月日を記入してください。
（４面）
３　条例第27条の規定による排煙の測定結果及び条例第31条の規定による排水の測定結果の欄には、当該規定の適用がある場合に記入してください。
４　「土壌汚染の有無」及び「環境汚染の有無」の欄には、既に確認している内容を記入してください。なお、申請に当たって、新たな調査を求めるものではありません。
５　自己評価結果の欄には、環境への負荷の低減に関する要件、化学物質の適正な管理に関する要件及び環境に係る組織体制の整備に関する要件に該当する場合は、それぞれ付表１、２及び３の合計欄に記載した実施割合を記入してください。
６　指定作業の種類の欄には、条例別表の１から68までの作業についてはその作業名を、同表の69の作業については別表第１の69の項の作業の内容の欄に掲げる作業の作業名を記入し、（　）内には、条例別表の作業の番号を記入してください。
７　指定施設の種類の欄には、別表第１の施設の欄の施設名を記入してください。
８　添付書類の欄には、添付した書類については□内にレ 印を記入し、その他の書類を添付した場合は、その添付した書類の名称を（　　　　　　）内に記入してください。
９　代理人が申請する場合には、当該代理人が当該申請についての権限を有することを証する書類を提出してください。なお、一定の場合には当該書類の提出を省略することができますので、係員にお尋ねください。
第17号様式の３（第26条の３関係）（付表１）（表）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）
環境への負荷の低減に関する要件の自己評価表
	項　目
	該当の有無
	自　己　評　価
	評価の根拠となる書面、資料等

	有害な物質の使用の回避
	原材料の選択
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施　
	

	
	有機塩素系溶剤の代替物質への転換
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	有害な物質の発生の防止
	良質な燃料の使用
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	窒素酸化物の発生抑制
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	燃焼機器の適正使用
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	燃焼の適正管理の徹底
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	二次生成汚染物質の発生抑制
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	光化学オキシダントの発生の防止

	揮発性有機化合物の排出抑制
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	揮発性有機化合物の削減目標の達成状況の公表
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	揮発性有機化合物を含む塗料等の使用量削減
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	低揮発性有機化合物含有量の塗料等への転換
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	騒音及び振動の低減
	機械類の防音又は防振対策
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	建物の防音対策
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	建物の配置
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	公害防止管理の徹底
	自主的かつ積極的な排煙及び排水の測定の実施
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	施設及び設備の定常状態等の把握
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	排煙及び排水の測定の周知徹底
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	技術的な検証の実施
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	精度管理の体制の整備
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	水の再利用等
	水の使用量の削減
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	エネルギーの有効活用
	エネルギーの消費の見直し
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	再生可能エネルギー等の活用
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	


（裏）
	項　目
	該当の有無
	自　己　評　価
	評価の根拠となる書面、資料等

	公共用水域の富栄養化の防止
	窒素及びEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(りん),燐)の削減及び除去
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	公共用水域の汚濁負荷の低減等
	定期的な排水の測定及び記録の保管
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	プラスチックの流出防止
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	地下水の保全
	地下水の採取量の削減
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	地下水のかん養
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	自動車の使用に伴う環境負荷の低減
	低公害車の導入
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	燃費目標の設定
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	エコドライブに関する教育の実施
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	
	関係者へのエコドライブ実施要請
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	遺伝子組換え作業に伴う環境負荷の低減
	排煙、排水等の適正処理及び施設の維持管理
	□　有　□　無
	□　実施　□　未実施
	

	合計
	該当項目の点数
（Ａ＝該当項目数×１）
点
	実施項目の点数
（Ｂ＝実施項目数×１）
点
	実施割合（Ｂ／Ａ）
％


備考　１　□のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。
２　評価の期間は、登録を申請する年度前の３年間とします。
３　項目の内容を実施している場合は、当該項目の評価の根拠となる書面、資料等の欄に評価の根拠となる書面、資料等の名称を記入してください。
４　実施割合は、１％未満の端数を四捨五入します。
第17号様式の３（第26条の３関係）（付表２）（表）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）
化学物質の適正な管理に関する要件の自己評価表
	項目１
	化学物質の管理体制の整備
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	管理組織の整備
	連絡体制の明確化
	責任者の選任

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目２
	化学物質管理規程類の整備
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	規程類の整備
	定期的な点検
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目３
	化学物質管理の徹底
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	研修の実施
	従業員等への周知徹底
	情報の提供

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目４
	化学物質の有害性等の評価
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	有害性等の把握
	安全性影響度の評価
	新規導入化学物質等の評価

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目５
	工程管理
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	化学物質の量及び使用等の方法の把握
	代替技術の情報収集
	工程管理対策

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目６
	排出処理
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	作業工程等の維持管理
	技術の情報収集
	排出処理対策

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	


（裏）
	項目７
	自己監視及び自主測定
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	排出の量の把握
	環境汚染の未然防止
	環境汚染の実態把握

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目８
	未然防止対策
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	災害の想定及び環境リスクの把握等
	施設及び設備等の整備
	事故に備えた体制の整備等

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目９
	災害及び事故への対応
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	関係機関等への通報
	周辺地域等への周知
	県民への情報の提供

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目10
	化学物質を含む廃棄物の適正処理
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	廃棄物の発生抑制
	廃棄物の適正保管
	廃棄物の適正処理

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	合計
	該当項目数（Ａ）
該当項目数（Ａ）

	該当項目の点数
（Ｂ＝Ａ×３）
点
	実施項目の点数(Ｃ)
実施項目の点数(Ｃ)
点
	実施割合（Ｃ／Ｂ）
％


備考　１　□のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。
２　評価の期間は、登録を申請する年度前の３年間とします。
３　点数の欄には、第１段階の内容を実施している場合は１点、第１段階及び第２段階の内容を実施している場合は２点、第１段階から第３段階までの内容を実施している場合は３点を記入してください。
４　項目の内容を実施している場合は、当該項目の評価の根拠となる書面、資料等の欄に評価の根拠となる書面、資料等の名称を記入してください。
５　実施割合は、１％未満の端数を四捨五入します。
第17号様式の３（第26条の３関係）（付表３）（表）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）
環境に係る組織体制の整備に関する要件の自己評価表
	項目１
	環境の保全のための基本方針
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	基本方針の作成
	定期的な点検
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目２
	環境の保全のための行動目標
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	行動目標の設定
	定期的な点検
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目３
	環境の保全のための行動計画
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	行動計画の作成
	定期的な点検
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目４
	環境の保全のための体制の整備
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	体制の明確化
	組織図の作成
	定期的な見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目５
	環境会計の実施
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	算定基準の作成
	内部評価の実施
	結果の公表

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目６
	環境に関する法令の遵守状況の確認
	該当の有無
	□有　□無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	内部の確認体制の整備
	定期的な点検
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	


（裏）
	項目７
	施設等の点検管理の規準の整備
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	点検管理の規準の整備
	点検管理の実施
	点検結果の見直し

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目８
	環境の保全のための従業員の教育
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	従業員教育の実施
	研修の実施
	社会貢献活動の奨励

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目９
	環境に係る情報の把握及び提供の仕組みの整備
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	環境に係る情報の把握
	体制の明確化
	情報の提供

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	項目10
	事故時及び非常時における対応の仕組みの整備
	該当の有無
	□有 □無
	点数
	点

	段階
	第１段階
	第２段階
	第３段階

	実施内容
	日常点検の徹底
	対応手順の作成
	訓練の実施

	自己評価
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施
	□　実施　　□　未実施

	評価の根拠となる書面、資料等
	
	
	

	合計
	該当項目数（Ａ）
該当項目数（Ａ）

	該当項目の点数
（Ｂ＝Ａ×３）
点
	実施項目の点数(Ｃ)
実施項目の点数(Ｃ)
点
	実施割合（Ｃ／Ｂ）
％


備考　１　□のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。
２　評価の期間は、登録を申請する年度前の３年間とします。
３　点数の欄には、第１段階の内容を実施している場合は１点、第１段階及び第２段階の内容を実施している場合は２点、第１段階から第３段階までの内容を実施している場合は３点を記入してください。
４　項目の内容を実施している場合は、当該項目の評価の根拠となる書面、資料等の欄に評価の根拠となる書面、資料等の名称を記入してください。
５　実施割合は、１％未満の端数を四捨五入します。
